
別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　・満期保有目的の債権等ー償却原価法（定額法）
　　・上記以外の有価証券で時価のあるものー決算日の市場価格に基づく時価法
（２）固定資産の減価償却の方法
　　・建物並び器具及び備品ー定額法
　　・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　　・退職給付引当金ー愛媛県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付
      額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
常勤職員について、独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び愛媛県
民間社会福祉事業従事者退職年金共済支援事業に加入している。

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
当法人の作成する財務諸表は、以下のとおりになっている。
（１）法人全体の財務諸表（第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）
（２）事業区分別別内訳表（第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式）
（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 8. 担保に供している資産
該当なし

 9. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

1,460,329,071

978,584,014
282,977,522

1,261,561,536

5,956,806
76,312,169
19,554,409
53,232,752
43,711,399
198,767,535

904,762,244

430,509,219
235,261,484
665,770,703

2,788,144
55,547,510
8,724,950
86,935,353
84,995,584
238,991,541

131,859,679
28,279,359
140,168,105
128,706,983
437,759,076

2,365,091,315合計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

1,409,093,233
518,239,006

1,927,332,239

8,744,950建物附属設備
構築物
機械及び装置
車輌運搬具
器具及び備品

小計

基本財産
建物
建物附属設備

小計
その他の固定資産

計算書類に対する注記(法人全体用)

基本財産の種類
土地
建物
建物附属設備

655,107,948
1,012,645,250
311,838,110

65,408,349
15,348,792

0

0
49,410,028
28,860,588

720,516,297
978,584,014

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

1,979,591,308 80,757,141 78,270,616
282,977,522

1,982,077,833



該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　・満期保有目的の債権等ー償却原価法（定額法）
　　・上記以外の有価証券で時価のあるものー決算日の市場価格に基づく時価法
（２）固定資産の減価償却の方法
　　・建物並び器具及び備品ー定額法
　　・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　　・退職給付引当金ー愛媛県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付
      額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
常勤職員について、独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び愛媛県
民間社会福祉事業従事者退職年金共済支援事業に加入している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）はばたき園拠点区分財務諸表（第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

計算書類に対する注記（はばたき園拠点区分用）

基本財産の種類
土地
建物
建物附属設備

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
454,076,813
429,466,671
115,260,874
998,804,358

3,470,000
0
0

3,470,000

0
21,362,407
11,282,763
32,645,170

457,546,813
408,104,264
103,978,111
969,629,188

合計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

653,873,051
212,403,520
866,276,571

小計

基本財産
建物
建物附属設備

小計
その他の固定資産
建物附属設備
構築物
機械及び装置
車輌運搬具
器具及び備品

261,942,304
499,796,685

245,768,787
108,425,409
354,194,196

1,500,630
52,769,594
8,724,950

3,246,050
117,345,003
28,279,359
60,822,083
52,249,809

1,128,218,875

49,493,053
33,114,262
145,602,489

628,422,190

408,104,264
103,978,111
512,082,375

1,745,420
64,575,409
19,554,409
11,329,030
19,135,547
116,339,815



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　・満期保有目的の債権等ー償却原価法（定額法）
　　・上記以外の有価証券で時価のあるものー決算日の市場価格に基づく時価法
（２）固定資産の減価償却の方法
　　・建物並び器具及び備品ー定額法
　　・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　　・退職給付引当金ー愛媛県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付
      額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
常勤職員について、独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び愛媛県
民間社会福祉事業従事者退職年金共済支援事業に加入している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）みどり園拠点区分財務諸表（第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

5,931,172
17,378,560
180,798,475

36,889,436
57,777,444
267,068,340447,866,815

123,381,452
85,909,444
209,290,896

295,226
336,207

20,256,575

495,800
859,500

30,980,096
42,820,608
75,156,004

163,419,915

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

273,609,842
99,100,969
372,710,811

合計

基本財産
建物
建物附属設備

小計
その他の固定資産
建物附属設備
構築物
車輌運搬具
器具及び備品

小計

計算書類に対する注記（みどり園拠点区分用）

基本財産の種類
土地
建物
建物附属設備

36,856,753
150,228,390

10,723,521

200,574
523,293

150,228,390
13,191,525

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

200,276,668 0 0
13,191,525

0
0
0

0
0
0 13,191,525

200,276,668

36,856,753
150,228,390

合計



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　・満期保有目的の債権等ー償却原価法（定額法）
　　・上記以外の有価証券で時価のあるものー決算日の市場価格に基づく時価法
（２）固定資産の減価償却の方法
　　・建物並び器具及び備品ー定額法
　　・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　　・退職給付引当金ー愛媛県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付
      額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
常勤職員について、独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び愛媛県
民間社会福祉事業従事者退職年金共済支援事業に加入している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）みどり園マウントヒルズエステート拠点区分財務諸表（第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第
４様式）

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

計算書類に対する注記（マウントヒルズエステート拠点区分用）

基本財産の種類
土地
建物
建物附属設備

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
21,182,153
109,286,175
43,083,476
173,551,804

0
0
0
0

0
6,835,028
4,695,555
11,530,583

21,182,153
102,451,147
38,387,921
162,021,221

合計

基本財産
建物
建物附属設備

小計
その他の固定資産
建物附属設備
構築物
車輌運搬具
器具及び備品

小計

15,784,516
14,523,933

取得価額

37,006,974

当期末残高

148,587,586
70,082,917

1,623,5302,219,500

減価償却累計額

255,677,477

46,136,439
31,694,996
77,831,435

595,970
1,859,676
11,351,419

218,670,503

4,479,025

102,451,147
38,387,921
140,839,068

4,433,097
2,619,349

11,264,918
152,103,986

11,934,991
25,742,056
103,573,491

2,588,942



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　・満期保有目的の債権等ー償却原価法（定額法）
　　・上記以外の有価証券で時価のあるものー決算日の市場価格に基づく時価法
（２）固定資産の減価償却の方法
　　・建物並び器具及び備品ー定額法
　　・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　　・退職給付引当金ー愛媛県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付
      額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
常勤職員について、独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び愛媛県
民間社会福祉事業従事者退職年金共済支援事業に加入している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）Sa．おいでや拠点区分財務諸表（第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

計算書類に対する注記（Ｓａ．おいでや拠点区分用）

基本財産の種類
土地
建物
建物附属設備

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
14,548,121
31,721,387
12,620,286
58,889,794

14,548,121
31,721,387
12,620,286
58,889,794

0
0
0
0

その他の固定資産

0
0
0
0合計

基本財産
建物

合計

減価償却累計額 当期末残高

33,697,962
13,608,000

取得価額

16,836,012
64,141,974

建物附属設備
小計

建物附属設備
車輌運搬具
器具及び備品

小計

1,976,575
987,714

2,964,289

347,934 1,571,666

647,293

47,305,962

1,919,600
11,463,102
3,453,310

3,647,683

31,721,387
12,620,286
44,341,673

7,815,419
2,806,017
12,193,102
56,534,775

4,642,910
7,607,199



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　・満期保有目的の債権等ー償却原価法（定額法）
　　・上記以外の有価証券で時価のあるものー決算日の市場価格に基づく時価法
（２）固定資産の減価償却の方法
　　・建物並び器具及び備品ー定額法
　　・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　　・退職給付引当金ー愛媛県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付
      額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
常勤職員について、独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び愛媛県
民間社会福祉事業従事者退職年金共済支援事業に加入している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）未来翔拠点区分財務諸表（第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
該当なし

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

計算書類に対する注記（未来翔（拠点）拠点区分用）

基本財産の種類
土地
建物

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
0

0

33,866,691
7,389,192
41,255,883

0
0

33,866,691
7,389,192
41,255,883

0
0



別紙２

 1. 重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　・満期保有目的の債権等ー償却原価法（定額法）
　　・上記以外の有価証券で時価のあるものー決算日の市場価格に基づく時価法
（２）固定資産の減価償却の方法
　　・建物並び器具及び備品ー定額法
　　・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　　・退職給付引当金ー愛媛県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付
      額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
常勤職員について、独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び愛媛県
民間社会福祉事業従事者退職年金共済支援事業に加入している。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）天使園拠点区分財務諸表（第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

計算書類に対する注記（天使園拠点区分用）

基本財産の種類
土地
建物
建物附属設備

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
128,444,108
283,976,000
123,043,600
535,463,708

28,071,658
7,959,600

0
36,031,258

0
13,245,966
8,243,921
21,489,887

156,515,766
278,689,634
114,799,679
550,005,079

合計

基本財産
建物
建物附属設備

小計
その他の固定資産
建物附属設備
構築物
車輌運搬具
器具及び備品

小計

16,592,708
15,230,822

取得価額

41,863,681

当期末残高

291,935,600
123,043,600

815,616864,000

減価償却累計額

456,842,881

13,245,966
8,243,921
21,489,887

48,384
582,033

2,186,623

414,979,200

9,176,151

278,689,634
114,799,679
393,489,313

14,406,085
8,594,118

36,637,039
430,126,352

2,409,602
5,226,642
26,716,529

12,821,220
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